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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　ー：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

%

%

大学卒業程度試験の競争倍率

民間給与実態調査完了率

4.4

85.6

5.1

85.1

2.7

85.6

↘

↗

競争試験により多様で有為な人材を確保するためには、一定の

競争倍率を維持することが必要であるため、成果指標として設定

した。また、民間企業の採用活動活発化等の外的要因により受

験者数の変動があるため、直近３年間の平均を目標値とする。

民間企業の従業員と公務員との給与を比較した結果等に基づ

いて行う「職員の給与等に関する報告及び勧告」の基礎となる調

査であり、調査結果は広く民間給与の状況を反映したものである

必要があるため、成果指標として設定した。また、全国の完了率

（82.5%）を目安としているが、本県の完了率はその率を上

回っているため、R6年度の実績の維持を目標値とする。

①

②

4.1

85.6

↘

→

達成目標（☆印は主要目標）

要求からの

主な変更点
要求どおり

年／

年度
数値

単

位

目標
年／

年度
数値

年／

年度
数値

直近３か年/年度分の状況
年／

年度
数値

事　業　名 人事委員会運営費
部局 人事委員会事務局 課・室 ー

実施期間 S26 ～

達成

状況
目標値設定理由

R6年度

見込 推移

③公平審査事務

単

位

R4年度 R5年度
No. 指標名

実績 実績 推移

R7年度

目標値

No. 施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 18 01 01 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

職員採用試験の実施、職員の給与等に関する報告及び勧告、公平審査事務等、人事行政に関する専門的、中立的機関としての

人事委員会の役割を果たしていく必要がある。

人事行政の専門機関として、採用試験や選考により将来の長野県行政を担う多様で有為な人材を採用するとともに、職員の給与等

に関する報告及び勧告等を行い、県職員の適正な処遇を確保し、県職員が公務に専念し、組織の活力を最大限に発揮する環境を

整える。

①職員採用試験

職員の不利益処分についての審査請求等に対し審査事務を実施。

多様化する行政ニーズに積極的に取り組める有為な人材の確保を図るため、職員採用試験を実施。受験者増に向けて、オンラインコ

ンテンツを含めた情報発信や説明会、第一次試験のオンライン化等を実施。

②職員の給与等に関する報告及び勧告

職員の給与について、地域の民間従業員の給与、国及び他の都道府県の職員の給与との均衡を図ること等を考慮し、報告及び勧告

を実施。

E-mail jin pref.nagano.lg.jp

25,855 25,855

12.0

R6年度 0 21,952 0 21,952 21,952 12.0

R5年度 0 21,839 0 21,839 21,839 21,728

職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

12.0
要求 25,855 25,855 25,855

区分

予算額

決算額

R7年度
予算案 25,855



細事業を構成する主な取組

職員採用試験

職員の給与等に関する報告及び勧告

公平審査事務

実施方法

直接

25,855

部局 人事委員会事務局 課・室 ー

令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

県職員、警察行政職員、警察官、小中事務職員等の採用試験、選考を実施

県職員（９回）、警察行政職員（２回）、警察官（４回）、小中事務職員

（１回）、選考（４回）を実施

民間給与実態調査等を行い、職員の給与等に関する報告及び勧告を実施

民間給与実態調査（約200事業所を調査予定）

職員の不利益処分についての審査請求等の審査事務を実施

審査請求事案（年１件程度）

委託

直接

直接

3

R7年度

当初予算

R6年度

当初予算

R5年度

当初予算

予算案

事　業　名 人事委員会運営費

事業番号 18 01 01 細事業一覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

2

1

細事業

No.
細事業名

人事委員会運営費

No.

1

要求

千円

21,839 21,952

千円 千円

25,855


